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【要旨】 

鵡川沿岸域で過去 17 年間に得られた全 29 個の深浅測量データに対して複素主成分分析（CPCA）を行い、各

モードの変動パターンと波浪データ、河川流量データ、養浜土量、漁港の工事履歴との対応から、この海域の地

形変化の傾向・特徴を評価した。鵡川沿岸域では比較的水深の深い領域でも波浪の影響が地形変化に大きく影響

を与えている。また、南防波堤延伸と防砂堤の建設に伴い河口付近への土砂供給量が減少している。河口地形の

回復には現状よりも多くの土砂を継続的に河口付近に供給する対策が必要といえる。 

キーワード：海岸侵食、河口、複素主成分分析 

 

 

1．はじめに 

鵡川沿岸域には流域面積 1270km
2、幹川流路延長

135kmの1級河川、鵡川が注いでおり、河口から南東方

向約2kmの地点には鵡川漁港が供用されている（図-1参

照）。河口付近の汀線は 1970 年代以降、300m 以上も後

退した結果、周辺地域で越波による浸水被害が発生する

ようになり、また、渡り鳥の重要な中継地・餌場となっ

ている干潟の面積が約20haも減少している。近年は侵食

傾向が落ち着いているものの、このままの状態では将来

的に地域住民の安全な生活と海岸環境の悪化を招くこと

が懸念されている。 

本研究では、河口域海岸の地形形成機構を解明し、そ

の結果をもとに河口域海岸の安定的な保全手法の提案を

最終目標としている。研究初年度となる昨年度は、鵡川

沿岸域の航空写真と既存の深浅データ、波浪データ、河

川流量データ、河道横断測量データをもとに河口域海岸

の地形変化特性について検討した。本年度は、より詳細

に鵡川沿岸域の地形変化特性を把握するため、既存の深

浅データに対して複素主成分分析（Complex principal 

component analysis、以下CPCA）を行い、各モードの変

動パターンと波浪データ、河川流量データ、養浜土量、

漁港の工事履歴との対応から地形変化の傾向・特徴を評

価した結果について報告する。 

 

2．複素主成分分析(CPCA)の概要 

ここでは、深浅データに対するCPCAについて説明す

る。深浅データの統計的解析手法の一つとして主成分分

析(Principal component analysis、以下 PCA)がある。PCA

は各座標の水深変化を空間関数と時間関数の積に展開し、

地形変化の時間的、空間的な特徴を抽出する解析方法で

ある。一方、CPCA は水深変化にそのヒルベルト変換を

虚数部として加えた複素水深に対して PCA を行う解析

方法である。PCA、CPCA ともに、ある座標の水深の重

複波的な変動（上下方向の変動）を捉えることが可能で

ある。CPCA はさらに、他の地点の変動との位相差も考

慮することが可能であり、地形の進行波的な変動も捉え

ることができるという点でPCAよりも有利である。以下

に、CPCA による深浅データの時間・空間関数への展開

方法について内山・栗山（2002）1)を参考に説明する。 

ある時期(t)に得られた深浅データの測点位置を 2 次元

変数(x’, y’)で表す水深データh(x’, y’, t)を解析対象とする。

このデータを加藤・吉松（1984）2)にならい、1次元変数

(x)で表す水深データh(x,t)に置き換える。この水深データ

のヒルベルト変換をℎ (x,t)として複素水深 H を以下のよ

うに定義する。 

 

図-1 鵡川漁港と鵡川河口の位置図 
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𝐻 𝑥, 𝑡 = ℎ 𝑥, 𝑡 + 𝑖ℎ  𝑥, 𝑡 = 𝐻𝑚𝑛  

𝐻𝑚𝑛 は x、t軸方向に離散化された複素水深を表す。続い

て、複素水深𝐻𝑚𝑛 の共分散マトリクスBを以下のように

定義する。 

𝐵 =
1

𝑁𝑥𝑁𝑡

 𝐻𝑛𝑗
∗ 𝐻𝑛𝑘

𝑁𝑥

𝑛=1

 

ここで、𝑁𝑥と𝑁𝑡はそれぞれ測点の数と深浅測量が行われ

た回数、また、𝐻∗は複素マトリクス H に対する共役複

素マトリクスを表す。さらに、この行列のn番目の固有

値𝜆𝑛と固有ベクトル(𝑢𝑛)𝑘を𝐵𝑢𝑛 = 𝜆𝑛𝑢𝑛と定義し、さ

らに、 

(𝐶𝑛)𝑘 =  𝜆𝑛𝑁𝑥𝑁𝑘(𝑢𝑛)𝑘 

とすると(𝐶𝑛)𝑘と固有値𝜆𝑛に対応したベクトル(𝑒𝑛)𝑖が

以下のように求められる。 

(𝑒𝑛)𝑗 =
1

𝜆𝑛𝑁𝑥𝑁𝑡

 (𝐶𝑛)𝑘𝐻𝑗𝑘

𝑁𝑡

𝑘=1

 

複素水深Hはこの式の(𝐶𝑛)𝑘と(𝑒𝑛)𝑖を用いて、以下のよ

うに変数分離された形式で表すことができる。 

𝐻 𝑥、𝑡 =  𝑒𝑛

𝑛

(𝑥) ⋅ 𝐶𝑛(𝑡) 

ここで、固有ベクトル𝑒𝑛(𝑥)と𝐶𝑛(𝑡)はそれぞれ複素数の

空間関数と時間関数を表し、n はモードの番号（主成分

の番号）を示す。また、地形変化全体に対するモード n

の寄与率𝑟𝑛は固有値（実数）と共分散マトリクスBのト

レース𝑇𝑟(𝐵)（B の対角成分の総和）を用いて、以下の

ように求めることができる。 

𝑟𝑛 =
𝜆𝑛

𝑇𝑟(𝐵)
 

寄与率𝑟𝑛が大きいモードが統計的に有意な地形変化を表

現していることになる。なお、モードnで表現される水

深 hn(x、t)は𝑒𝑛(𝑥)の共役複素マトリクス𝑒𝑛
∗(𝑥)を用いて

以下のように求めることができる。 

ℎ𝑛 𝑥, 𝑡 = 𝑟𝑒𝑎𝑙 (𝑒𝑛
∗ 𝑥 ⋅ 𝐶𝑛 𝑡   

 

3．CPCAによる深浅データの解析結果 

 本研究では、鵡川沿岸域で1994 年から2011年までの

17 年間、ほぼ毎年夏と冬に得られた全 29 個の深浅デー

タを解析対象とする（表-1 参照）。測量範囲は鵡川漁港

と鵡川河口を含む沿岸方向 5.0km、岸沖方向 1.5km の範

囲である（図-1 点線内）。参考として図-2 に深浅データ

のコンター図（1994 年 8 月、2006 年 9 月）と 1994 年 8

月から2011年9月までの水深変化量を示す。深浅データ

は沿岸方向、岸沖方向ともに 100m 間隔で得られている

が、本研究では元データを10mメッシュで補間したデー

タに対して解析を行う。 

 CPCA を行う前に地形変動の大まかな傾向を把握する

ため、図-3(a)に示すように解析範囲を同一面積の 8 領域

に分割し、各領域の堆積土量の時間変化を比較した。比

較的水深が深い領域A1からA4 では、堆積土量の時間変

化はほぼ同様の傾向を示す一方、漁港や河口を含む比較

 

図-3 各領域における堆積土量の時間変化（1994年8月基準） 

表-1 深浅測量時期の一覧 

 

 

図-2 (a)1994年8月と(b)2006年9月の深浅データコンタ

ー図、(c)1994年8月から2011年9月までの水深変化量（2000

年：漁港拡張、2002 年：南防波堤延伸、2004 年：防砂堤建

設） 
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的水深の浅い領域B1からB4では、各領域とも異なる傾

向を示す。この結果を踏まえ、本研究では、領域 A1 か

らA4を1つにまとめた領域Aと領域B1からB4の合計

5 領域に対してCPCA を行うこととした。なお、本稿で

は比較的寄与率が大きいモード、つまり統計的に有意な

モードについて議論する。 

 図-4(a)は領域Aに対してCPCAを行い、モード1（寄

与率 53.4%）の再合成地形から得られた堆積土量の時間

変化（黒線）と様似沖（水深31m地点）の波浪データか

ら求めた各測量期間の波エネルギー（赤線）を示してい

る。また、図-4(b)には、このモードの局所寄与率（横木・

Larson、2002）3)の空間分布を示している。局所寄与率と

は、各地点の水深変化量が各モードによってどの程度良

く表されているかを示す指標であり、以下の式で求めら

れる。 

𝜇𝑛 =
𝜆𝑛  𝑒𝑛(𝑥) 

2

 𝜆𝑘  𝑒𝑘(𝑥) 
2𝑁𝑡

𝑘=1

 

波エネルギーの増減に伴い、堆積土量も同様に変化す

る傾向が確認できる。また、局所寄与率の空間分布はほ

ぼ全域で高い値を示すことから、この海域では比較的水

深の深い領域においても波浪の影響が地形変化に大きく

寄与していると考えられる。 

図-5(a)、図-5(b)は領域 B1 における図-4 と同様にして

求められたモード 1（寄与率 81.4%）の堆積土量の変化

と局所寄与率の空間分布を示している。このモードの堆

積土量は1994年以降、減少している様子が確認できる。

局所寄与率の空間分布を見ると特に岸側でその傾向が顕

著であることがわかる。領域B1の東側では1994年まで

に護岸が建設され、その結果、護岸からの回折波よって

この領域の岸側が侵食したことが堆積土量減少の原因の

一つとして考えられる。 

図-6(a)、図-6(b)は領域 B2 において図-5 と同様に求め

たモード 1（寄与率 76.8%）の堆積土量の変化と局所寄

与率の空間分布を示している。領域B2のモード1では、

2000 年の漁港の拡幅工事で行った浚渫の影響によって

堆積土量が減少した様子が確認できる。また、2002年以

降、堆積土量は徐々に増加しているが、この理由として

南防波堤の延伸と防砂堤の建設に伴い、漁港沖側に土砂

が堆積しやすくなったことが考えられる。 

図-7(a)は領域B3におけるモード 1（寄与率42。0%、

赤線）とモード 2（寄与率 19.5%、青線）の堆積土量の

時間変化を示している。また、図-7(b)、図-7(c)は各モー

ドの局所寄与率の空間分布を示している。領域B3では、

2006年の高波浪来襲時に沖合約600m地点で大量の土砂

 

図-5 (a)領域B1のCPCAモード1再合成地形から求めた堆

積土量の時間変化（1994年8月基準）と(b)モード1の局所

寄与率の空間分布 

 

図-6 (a)領域B2のCPCAモード1再合成地形から求めた堆

積土量の時間変化（1994年8月基準）と(b)モード1の局所

寄与率の空間分布 

 

図-4 (a)領域AのCPCAモード1再合成地形から求めた堆積

土量の時間変化（1994年8月基準、黒線、縦軸：左）と各測

量期間の波エネルギー（赤線、縦軸：右）との関係、(b)モ

ード1の局所寄与率の空間分布 

 

図-7 (a)領域B3のCPCAモード1（赤線）とモード2（青線）

の再合成地形から求めた堆積土量の時間変化（1994年8月基

準）と(b)(c)モード1、モード2の局所寄与率の空間分布 
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が堆積しており（図-2(b)参照）、この影響がモード1に現

れたと考えられる。モード 2 では養浜を開始した 2000

年以降、堆積土量が増加する様子が確認できる。また、

このモードの局所寄与率は河口側で比較的高い値を示し

ていることから、養浜土砂は西向きの海浜流によって河

口方向に輸送されていると推察される。 

図-8(a)、図-8(b)は領域 B4 におけるモード 1（寄与率

44.7%）の堆積土量の変化と局所寄与率の空間分布を示

している。領域B4では、モード1の堆積土量が2002年

以降に減少している様子が確認できる。河口地形に影響

を与える波浪や河川の流出特性がこの時期から急に変化

した様子は確認されていない。一方、2002年以降、鵡川

漁港では沿岸漂砂を遮る形で南防波堤と防砂堤が建設さ

れたことから、モード1ではこの影響が強く現れている

と考えられる。河口部を含む領域 B4 では、河川からの

出水の影響や養浜の影響がモード１もしくはモード2に

現れると予想されたが、今回のCPCAの解析結果からは

それらの影響は確認できなかった。その原因として、河

川出水や養浜に伴う地形変化量は比較的小さいため、

CPCA ではこの変化を捉えきれなかった可能性がある。

したがって、河口地形と河川出水、養浜の関係について

は次章において、CPCA の再合成地形ではなく、もとの

深浅データから得られた堆積土量の時間変化を用いて議

論する。 

 

4．河口地形と河川出水，養浜との関係 

 図-9 は領域 B4 の堆積土量の時間変化と各測量期間の

河川最大流量および養浜履歴を示している。領域 B4 で

は、2000年の大規模な養浜と2001年、2003年の高出水

の影響により堆積土量は大きく増加した。融雪期と台風

時の出水に伴い春から夏に比較的多くの土砂がこの領域

に供給されているが養浜量の減少と南防波堤・防砂堤の

建設の影響により、2004年以降では堆積土量の減少が続

いている。 

 図-10 は養浜実施後における各測量期間の水深変化量

と最大流量との関係を示している。養浜開始となる2000

年以降で評価した場合、この領域では約 700m
3
/s 以上の

出水によって堆積傾向となることがわかる。鵡川の場合、

700m
3
/s以上の出水が生じることは比較的少ないため、河

口地形の回復には現状よりも多くの土砂を継続的に供給

する対策が必要といえる。 

 

5．まとめ 

本年度は鵡川沿岸域の深浅データに対してCPCAを行

い、この海域では波浪や河川出水のみならず、漁港建設

や養浜事業が地形変化に影響を与えていることを明らか

にした。現在、河川から海域への土砂流出特性を詳細に

把握するため、河口付近の高頻度深浅測量を進めている。

次年度はこの結果について報告する予定である。 
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図-8 (a)領域B4のCPCAモード1再合成地形から求めた堆 

積土量の時間変化（1994年8月基準）と(b)モード1

の局所寄与率の空間分布  
図-9 (a)領域B4の堆積土量の時間変化（1994年8月基準）、 

(b)各測量期間の河川最大流量および(c)養浜履歴 

 

図-10 養浜実施後の領域B4における各測量期間の水深変化 

量と最大流量との関係 
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